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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第９期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） － － － 14,336,025 10,583,368 

経常利益（千円） － － － 645,913 511,313 

当期純利益（千円） － － － 318,377 225,782 

純資産額（千円） － － － 1,871,021 2,351,289 

総資産額（千円） － － － 17,233,673 24,792,972 

１株当たり純資産額（円） － － － 60,198.21 68,556.72 

１株当たり当期純利益（円） － － － 10,068.16 6,714.71 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 9,614.43 6,610.51 

自己資本比率（％） － － － 10.9 9.5 

自己資本利益率（％） － － － 19.3 10.7 

株価収益率（倍） － － － 13.51 43.64 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △1,273,403 △7,756,074 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △162,433 △430,502 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － 2,780,490 9,352,164 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － 3,534,798 4,700,386 

従業員数[外、平均臨時雇用

者数]（人） 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

39 

[1] 

44 

[1] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期の１株当たり配当額には、株式上場記念配当5,000円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第６期については、潜在株式はありますが、当社株式は

平成14年３月31日現在非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんの

で、記載しておりません。 

４．株価収益率については、第６期は当社株式は非上場・非登録でありましたので記載しておりません。 

５．平成15年５月20日をもって１株につき２株の割合で、また平成16年11月19日をもって同様の割合で株式分割

を行っております。 

６．第９期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 6,051,037 12,670,718 9,530,039 14,336,025 10,583,368 

経常利益（千円） 191,064 740,566 162,577 795,643 709,070 

当期純利益（千円） 112,798 426,496 92,228 465,147 413,110 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 338,500 508,500 508,500 592,500 763,750 

発行済株式総数（株） 6,470 7,470 14,940 31,211.7 34,321.86 

純資産額（千円） 590,542 1,455,362 1,434,153 2,017,792 2,685,389 

総資産額（千円） 14,641,617 15,474,685 13,030,089 11,061,128 11,435,907 

１株当たり純資産額（円） 91,273.88 192,819.58 96,699.73 64,920.40 78,298.07 

１株当たり配当額(うち１株

当たり中間配当額)（円） 

旧株 

5,000円 

新株 

506円85銭 

(－) 

10,000円 

(－） 

3,750円 

(－） 

2,500円 

(－） 

2,500円 

(－)  

１株当たり当期純利益（円） 17,805.03 56,837.60 6,202.27 14,987.67 12,285.83 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ 56,718.05 6,150.92 14,312.24 12,095.19 

自己資本比率（％） 4.0 9.4 11.0 18.2 23.5 

自己資本利益率（％） 21.6 41.7 6.4 26.9 17.6 

株価収益率（倍） － 4.82 45.14 9.07 23.85 

配当性向（％） 28.1 17.5 60.3 16.7 20.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,608,457 2,653,687 △1,737,824 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△12,197 △6,888 △252,434 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
3,192,980 △311,676 △648,437 － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
2,490,718 4,825,840 2,187,144 － － 

従業員数[外、平均臨時雇用

者数]（人） 

26 

[2] 

30 

[2] 

34 

[2] 

39 

[1] 

44 

[1] 



２【沿革】 

年月 事項 

平成９年２月 都市型マンションの開発、分譲を主たる事業目的として、東京都港区赤坂に、資本金50百万円

で、株式会社サンウッドを設立 

平成９年３月 森ビル株式会社他に対して、第三者割当増資を実施（新資本金200百万円） 

平成９年３月 宅地建物取引業免許（東京都知事（１）第75075号）を取得 

平成９年６月 本社を東京都港区虎ノ門一丁目17番１号に移転 

平成９年８月 特定建設業・建築工事業免許（東京都知事（特‐９）第107077号）を取得 

平成９年８月 一級建築士事務所登録を実施（東京都知事登録第42340号） 

平成11年９月 「サンウッド赤坂フラッツ」（全38戸、東京都港区）竣工 

平成11年11月 「フォレストテラス松濤」（全26戸、東京都渋谷区）竣工 

平成12年５月 「サンウッド杉並和田フラッツ」（全29戸、東京都杉並区）竣工 

平成13年２月 「サンウッド目白台」（全47戸、東京都文京区）竣工 

「サザン代官山」（分譲用商業ビル、東京都渋谷区）竣工 

平成13年10月 「ファーロ南青山」（全39戸、東京都港区）竣工 

平成14年３月 「サンウッド杉並井荻フラッツ」（全35戸、東京都杉並区）竣工 

「サンウッド門前仲町フラッツ」（全52戸、東京都江東区）竣工 

平成14年６月 日本証券業協会に株式を登録 

平成14年12月 「サンウッド文京開運坂上」（全89戸、東京都文京区）竣工 

平成15年１月 「ガーデンコート成城」（全169戸、東京都世田谷区）竣工 

平成15年３月 「サンウッド文京東大前エストライフ」（全38戸、東京都文京区）竣工 

平成15年９月 「サンウッド新宿戸山フラッツ」（全60戸、東京都新宿区）竣工 

  「サンウッド市川真間グリーンヒルズ」（全125戸、千葉県市川市）竣工 

平成16年４月 「サンウッド大森山王」（全15戸、東京都大田区）竣工 

平成16年７月 有限会社ＳＷプロパティース（現・連結対象会社）設立 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年１月 「ルネッサンスタワー上野池之端」（全309戸、東京都台東区）竣工 

 平成17年２月  「サンウッド品川天王洲タワー」（全129戸、東京都品川区）竣工  

平成17年11月 「サンウッド三田パークサイドタワー」（全105戸、東京都港区）竣工 

平成17年12月 本社を東京都港区虎ノ門三丁目2番2号（現在地）に移転 

平成18年2月 「文京千駄木フラッツ」（全82戸、東京都文京区）竣工 

平成18年2月 「ブリリアヒルズ宮前平」（全51戸、川崎市宮前区）竣工 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社及び連結対象会社３社で構成されており、下記の事業を展開しております。 

(1）不動産販売事業 

  東京都心部を中心とするエリアにおいて、新築分譲マンションの開発・企画・販売を行っております。 

なお、当社グループでは立地の選定や商品企画、価格設定等において、それぞれのシリーズの需要特性に

合致した商品開発を行うことによって、顧客満足度の高いマンションを供給することに注力しております。 

(2）その他事業 

  ①不動産受託販売 

他の事業者（当社グループとの共同事業者を含む）から分譲マンションの販売業務を受託するいわゆる販

売代理事業を行っております。 

  ②工事請負 

主に当社グループが分譲したマンションの購入者からの内装や住宅設備についての変更の要請に基づき、

それに対応した設計監理並びに工事の請負を行っております。 

  ③その他 

不動産の斡旋・仲介、自社所有不動産の賃貸、損害保険代理業務等の業務を行っております。 

 また、当社の企業集団は森ビルグループに属しております。 

 森ビル株式会社は、平成18年３月31日現在、当社株式の8.44％を保有しており、また、同社代表取締役社長森

稔氏が同じく14.45％を保有しております。 

 森ビルグループは、都市複合開発と不動産の賃貸及び管理事業を主たる業務としておりますが、当社は同社グ

ループにおいて、マンションの企画・開発及び分譲を営むグループ会社として位置づけられており、その事業内

容は以下のとおりであります。なお、同社グループ内においては、同社を含め当社の事業と競合する事業を営む

会社は現在のところありません。 

 当社の企業集団の事業系統図は下記のとおりであります。 

   （注）有限会社SWプロパティーズ、永田町プロジェクト有限責任中間法人及び東京デベロップメントサード 

      目的会社について 

 後記「４．関係会社の状況」に記載のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

（注）１．有限会社SWプロパティーズは、当社とは資本関係のない有限責任中間法人SWプロパティーズが議決権を100%

所有する特別目的会社であり、当社との資本的・人的関係は一切ありません。 

２．当社および共同事業者３社で推進中の大型マンション事業「赤坂タワーレジデンス」用地の一部を取得及び

保有しております。 

３．上記プロジェクトにおける当社の事業シェアは31.9%であり、建物竣工後、当社が同社の保有する土地持分

を買受ける旨の売買予約契約を締結していることから、同社の権利義務および損益等のリスクを実質的に当

社が負担しているとの見方もできるため、第9期連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

４．永田町プロジェクト有限責任中間法人は、当連結会計年度に当社が70％出資し、設立いたしました。 

５．永田町プロジェクト有限責任中間法人は、東京デベロップメントサード特定目的会社の議決権を100％所有

する特別目的会社であります。当社が70％の出資を行っていることから実質的な支配があるため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めたものであります。 

６．東京デベロップメントサード特定目的会社は、当連結会計年度に当社が70％出資いたしました。 

７．東京デベロップメントサード特定目的会社は、当社及び東京建物株式会社にて推進中のマンション事業用地

「（仮称）永田町２丁目プロジェクト」を取得及び保有しております。上記プロジェクトにおける当社の事

業シェアは70％であり、建物竣工後、当社が同社の保有する土地を買受ける旨の売買契約を締結しているこ

とから、同社の権利義務及び損益等のリスクを実質的に当社が70％以上負担しているため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めたものであります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

(有)SWプロパティーズ 

（注）１.２.３ 
東京都中央区 3,000 

不動産販売事業に付

随する事業 
－ 

マンション用地の売

買予約 

永田町プロジェクト有限

責任中間法人 

（注）４．５ 

東京都千代田区 5,000 
不動産販売事業に付

随する事業 
－ 

マンション用地の売

買契約 

東京デベロップメントサ

ード特定目的会社 

（注）６．７ 

東京都千代田区 600,100 
不動産販売事業に付

随する事業 
－ 

マンション用地の売

買契約 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

        事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

２．臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移いたしております。 

  平成18年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

開発部門 8   

営業部門 21   

建築部門 7 (1) 

管理部門 8   

合計 44 (1) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数(年） 平均年間給与（円） 

44 (1)  36.5  3.4 6,596,924 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や株価の回復、それらを背景とした設備投資の増大や個

人消費の増加など、本格的な景気回復に向けた動きになりました。  

 当社グループの属する不動産業界におきましても、首都圏の地価上昇は拡大し、首都圏マンション供給戸数も前

年に引続き８万戸超となり、不動産取引はさらに活発化いたしました。一方、耐震強度偽装問題が発生し、国民の

建築物に対する不安感が増大し社会的な問題にもなりました。 

 このような事業環境の中において、当社グループは関係法令の遵守はもちろんのこと、従来からの経営方針であ

ります高品質なマンションの供給に徹するとともに、確実な営業活動を展開してまいりました。当期引渡し物件で

あります「サンウッド三田パークサイドタワー」及び「サンウッド文京千駄木フラッツ」につきましては全戸引渡

しを完了しております。また、「ブリリアヒルズ宮前平」につきましても全戸契約完売となっており、期末時点に

おいては引渡し２戸を残すのみとなっております。なお、当期引渡し予定でありました「南麻布２丁目プロジェク

ト」が、隣接地の追加買収が可能になった事により、一体として来期に移行となりました。 

 その結果、不動産販売事業収入は102億75百万円（前連結会計年度比27.0％減）となりました。また、その他事

業におきましては、「赤坂タワーレジデンス」における事業主幹事手数料収入や請負工事収入を中心に３億7百万

円（前連結会計年度比19.4％増）となりました。 

 一方、新規事業用地取得に伴う支払利息の増加及び特定目的会社に関する社債発行費が発生し、営業外費用は２

億83百万円（前連結会計年度比21.5％増）となりました。また、当期は本店移動に伴う固定資産除却損が10百万円

発生しております。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は105億83百万円（前連結会計年度比26.2％減）、経常利益は５億11百

万円（前連結会計年度比20.8％減）、当期純利益は２億25百万円（前連結会計年度比29.1％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という。）は期首に比べて11億65百万円増加

し、当連結会計年度末の資金残高は47億円（前連結会計年度比33.0％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は77億56百万円（前連結会計年度は12億73百万円の使

用）となりました。 

 これは、仕掛品が大幅に増加したことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は4億30百万円（前連結会計年度は1億62百万円の使用）

となりました。 

 これは主に、定期預金の預入及び長期前払い費用の増加したことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は93億52百万円（前連結会計年度比236.3％増）となり

ました。 

 これは、長期借入金の増加したことが主な要因であります。 



２【販売及び受注の状況】 

(1）販売の状況 

ⅰ 売上高の状況 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

(1）不動産販売事業 14,078,504 98.2 10,275,983 97.1 

(2）その他事業 257,520 1.8 307,384 2.9 

  ① 不動産受託販売 106,024 0.7 17,130 0.2 

  ② 工事請負 95,472 0.7 118,864 1.1 

  ③ その他 56,023 0.4 171,388 1.6 

合計 14,336,025 100.0 10,583,368 100.0 



ⅱ 販売実績 

（注）１.「ルネッサンスタワー上野池之端」及び「ブリリアヒルズ宮前平」は共同事業であり、当社グループの事業

持分相当の販売数量及び金額を表示しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

物件名 販売数量 金額 
（千円） 物件名 販売数量 金額 

（千円） 

不動産販売事業 

 ガーデンコート成城 1戸 82,755  
ルネッサンスタワー

上野池之端 
1.3戸 170,081

 
サンウッド市川真間 

グリーンヒルズ 
33 1,287,339  

サンウッド品川天王

洲タワー 
38 1,290,973

 サンウッド大森山王 14 921,626  
サンウッド三田パー

クサイドタワー 
105 5,056,662

 
ルネッサンスタワー 

上野池之端 
103.7 6,364,061  

サンウッド文京千駄

木フラッツ 
82 2,765,719

 
サンウッド品川天王

洲タワー 
91 3,419,482  

ブリリアヒルズ宮前

平 
19.6 992,546

分譲マンション 242.7 12,075,266 分譲マンション 245.9 10,275,983

 麻布台 1,725.74㎡ 2,003,238   － － － 

土地 1,725.74㎡ 2,003,238  － － － 

小計 － 14,078,504 小計 245.9 10,275,983

その他

事業 

不動産 

受託販売 

ルネッサンスタワー 

上野池之端 
－戸 106,024

ルネッサンスタワー 

上野池之端 
－戸 2,542

     
サンウッド文京千駄木

フラッツ 
－ 14,588

 小計 － 106,024 小計 － 17,130

工事請負 

サンウッド市川真間 

グリーンヒルズ 
－戸 7,330

サンウッド三田パーク

サイドタワー 
  －戸 94,139

サンウッド大森山王 5 65,215
サンウッド文京千駄木

フラッツ 
－ 24,724

サンウッド品川天王洲 

タワー 
40 22,927      

小計 － 95,472 小計 － 118,864

 その他 － － 56,023 － － 171,388

 小計 － － 257,520 － － 307,384

合計 － － 14,336,025 － － 10,583,368



(2）契約の状況 

 最近２連結会計年度の不動産販売の契約実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．共同事業物件に関しては、当社グループの事業持分相当の契約高を算出しておりますので、数量に小数点以

下の端数が出ております。 

３【対処すべき課題】 

 現在当社グループでは、「赤坂タワーレジデンス」及び「（仮称）横浜北仲プロジェクト」という２つの超大型プ

ロジェクトを中期事業の核として推進しておりますが、事業期間の短い中小型プロジェクトの事業用地を積極的に取

得することにより、将来の成長を確実かつ安定的なものにすることが最大の課題と考えております。その実現のため

には、主力の新築マンション分譲事業において、事業用地取得力の更なる強化と、併せて事業収益性の向上に取り組

むことが肝要であると考えております。 

 昨今の事業用地取得環境は、不動産投資信託や私募型不動産ファンド等により都心部を中心として土地価格が上昇

しており、ますます取得競争は厳しくなっております。このような環境の中において事業用地を確保するために、下

記３項目の基本戦力を積極的に実施してまいります。 

 ① 用地取得部門における有能な人員を引き続き確保 

 ② 都心部以外においても住宅用地として適した事業用地であれば積極的に取得 

 ③ 共同事業への参画による事業の拡大化 

なお、当期より社長自ら用地情報会議を毎朝開催し、用地取得に関し迅速な経営判断をしております。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

期首契約残高 期中契約高 期末契約残高 期中契約高 期末契約残高 

数量 
金額 
（千円） 

数量 
金額 
（千円） 

数量 
金額 
（千円） 

数量 
金額 

（千円） 
数量 

金額 
（千円） 

分譲マン

ション 
135.2戸 7,313,202 244.6戸 11,256,671 137.0戸 6,494,607 109.7戸 3,812,415 0.8戸 31,039 

土地 － － 1,725.74㎡ 2,003,238 － － 784.91㎡ 1,870,000 784.91㎡ 1,870,000 

合計 135.2戸 7,313,202 
244.6戸 

1,725.74㎡ 
13,256,909 137.0戸 6,494,607 

102.7戸 

784.91㎡ 
5,989,800 

0.8戸 

784.91㎡ 
1,901,039 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因については以下のものがあ

ります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 不動産市況等の影響について 

  当社グループの主要事業であるマンション分譲事業は、景気動向、金利動向、新規供給物件動向、不動産販売価

格動向、住宅税制、等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や大幅な金利の上昇、あるいは供給過剰による

販売価格の下落の発生等、これらの情勢に変化があった場合には、購買者のマンション購入意欲を減退させる可能

性があり、その場合には、当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。 

(2) プロジェクトの進行状況による経営成績の変動について 

  当社グループは、現状程度の事業規模のもとでは、連結会計年度の売上高に占める１物件当たりの比率が極めて

高くならざるを得ない体質にあります。したがいまして、特に年度末近くに竣工・引渡しを計画している物件につ

いて、契約獲得は順調に進んでいても顧客への引渡しが翌年度にずれ込むといった事態が生じた場合には、当該年

度の当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。また、同様の事由により、同一連結会計年度内に

おいても時期によって経営成績に偏りが生じる場合があります。 

(3) 金利の変動について 

  当社グループの主要事業であるマンション分譲事業は、事業用地の取得から顧客への引渡しまで概ね１年から４

年程度の期間を要します。また当社グループは、第三者による事業計画の採算性のチェックという狙いも含めて、

事業用地取得資金等を主に金融機関からの借入金によって調達しておりますので、当社グループの仕掛品残高及び

借入金残高は、総資産に対し高い割合となっております。したがいまして、今後の金利の変動等によっては当社グ

ループの経営成績及び財務状況は影響を受ける可能性があります。 

(4) 事業用地の仕入について 

  当社グループは事業の発展に資するため、都心部を中心とした事業用地の取得を進め、成熟した都市住宅環境に

適合したマンションの開発・分譲に努めております。当社グループにおけるそれらの事業の遂行は、十分な不動産

関連情報に基づいておりますが、今後何らかの事情により十分な不動産関連情報の入手が困難となった場合や、事

業用地取得に必要な資金調達が十分に行えなくなった場合には、当社グループの経営成績及び財務状況は影響を受

ける可能性があります。 

(5) 訴訟等の可能性について 

  当社グループは現時点において、損害賠償を請求されている事実や訴訟を提起されている事実はありません。し

かしながら、当社グループが開発・分譲するマンションについては、開発段階における当該近隣地域の日照・眺望

問題等の発生に起因する開発遅延や、分譲後における瑕疵等を理由とする訴訟等が提起される可能性があり、その

場合には、当社グループの経営成績及び財務状況は影響を受ける可能性があります。 

(6) 建築工事の外注について 

  当社グループは、マンションの企画・開発及び分譲を主たる業務としておりますが、建築工事につきましてはそ

の全てを外注によって行っております。外注の委託先である建設業者の選定にあたっては、施工能力、施工実績、

財務内容等の社会的信用力等を総合的に勘案したうえで行っており、また、工事着工後においては、施工者、設計

者及び当社による工程ごとの管理を実施すること等により工事遅延防止や品質管理に努めておりますが、建設業者

が経営不安に陥った場合や物件の品質に問題が発生した場合には計画どおりの開発に支障をきたす可能性があり、

その場合には、当社グループの経営成績及び財務状況は影響を受ける可能性があります。 

(7) 不動産関連規制について 

  当社グループの属する不動産業界は、「国土利用計画法」、「宅地建物取引業法」、「建築基準法」、「都市計

画法」等により法的規制を受けております。当社は不動産業者としてこれらの規制を受け、「宅地建物取引業法」

に基づく免許を取得し、不動産販売、不動産受託販売及び関連事業を行っております。今後上記の改廃や新たな法

的規制が設けられる場合には、当社グループの事業が影響を受ける可能性があリます。 



(8) 小規模組織であることについて 

  当社は設立来、少人数による効率的経営を目指し実践しております。したがって、平成18年3月31日現在におけ

る従業員数は44名（臨時雇用者を除く）と小規模の組織であり、内部管理組織も最小限に留めております。しかし

ながら、今後、完成プロジェクト及び新規プロジェクトの増大に比例し、内部管理組織及び事業推進に必要となる

組織の人員を強化していく必要があるとの認識を有しております。そのためには、人材の確保を行っていく必要が

ありますが、人材の確保が思うようにできなかった場合には、内部管理組織の充実及び事業の推進に支障をきたす

可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 財政状態の分析 

   （資産） 

 当連結会計年度末における総資産は、247億92百万円（前連結会計年度比75億59百万円増）となりました。そ

の内訳は、流動資産が241億78百万円、固定資産が6億14百万円であります。流動資産のうち、仕掛品が前連結会

計年度比92.5％増と大幅に増加しておりますが、これは主に、当社及び東京建物株式会社が推進中の「（仮称）

永田町2丁目プロジェクト」におけるマンション事業用地の取得によるものであります。売掛金については、前

連結会計年度のように、分譲マンションの売買代金のうちの住宅金融公庫融資分の資金回収時期（一般的に引渡

から概ね2ヵ月後）が翌連結会計年度にずれ込むことがなかったため、前連結会計年度比19億88百万円減となり

ました。また、販売用不動産については、当連結会計年度の第4四半期に竣工した物件であります。これらは既

に契約済のものであり、翌連結会計年度の上期中には全戸の引渡が完了するものであります。 

 一方、固定資産のうち、長期前払費用が前連結会計年度比1億9百万円増加していますが、これは上記で述べま

した「（仮称）永田町2丁目プロジェクト」事業資金借入れに伴う融資手数料が新たに発生したものでありま

す。 

   （負債） 

 当連結会計年度末における負債合計は、222億70百万円となりました。その内訳は、流動負債が87億48百万

円、固定負債が135億22百万円であります。流動負債については、前連結会計年度比33億86百万円増加しており

ますが、これは、事業用地取得に関わる長期借入金（固定負債）の内、期限が1年以内に到来予定の借入金増加

分47億50百万円および前受金の減少分11億49百万円によるものであります。前受金の大半は、分譲マンション販

売において引渡前に顧客から受領する手付金並びに中間金であります。 

 一方、固定負債については、前連結会計年度比35億22百万円増加しておりますが、これは固定負債の大部分を

占める長期借入金のうち、上記で述べました「（仮称）永田町2丁目プロジェクト」の事業資金借入金68億円に

よるものであります。 

   （資本） 

 当連結会計年度末における資本合計は、23億51百万円となり、前連結会計年度比4億80百万円増加しました。

資本金および資本剰余金は、前連結会計年度に発行した新株予約権付社債の株式への転換等により、それぞれ7

億63百万円および6億12百万円となりました。利益剰余金は、当期純利益2億25百万円の計上等により9億77百万

円となりました。これらの結果、自己資本比率は9.5%となっております。 



(2) 経営成績の分析 

    （受注の状況） 

 当連結会計年度中の受注は、好調に推移し、分譲マンションの期中契約高は109.7戸（共同事業他社持分除

く、以下同じ）、金額で38億12百万円となり、土地の期中契約高は地積で784.91㎡、金額で18億70百万円となり

ました。期首の契約残高（分譲マンションのみ）と合わせると、246.7戸、103億7百万円となりますが、このう

ち245.9戸、102億75百万円を売上計上した結果、当連結会計年度末の契約残高は分譲マンションで0.8戸、31百

万円、土地で784.91㎡、18億70百万円となり、そのほとんどが翌連結会計年度に売上計上される見込でありま

す。 

    （売上高、売上総利益） 

 当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比37億52百万円（26.2%）減の105億83百万円となりました。 

 当社グループは、関係法令の遵守はもちろんのこと、従来からの経営方針である高品質なマンションの供給に

徹するとともに、確実な営業活動を展開してまいりました。当期引渡し物件であります「サンウッド三田パーク

サイドタワー」及び「サンウッド文京千駄木フラッツ」につきましては全戸引渡しを完了しております。また、

「ブリリアヒルズ宮前平」につきましても全戸契約完売となっており、期末時点においては引渡し２戸を残すの

みとなっております。なお、当期引渡し予定でありました「南麻布２丁目プロジェクト」が、隣接地の追加買収

が可能になった事により、一体として来期に移行となりました。 

 その結果、不動産販売事業収入は102億75百万円（前連結会計年度比27.0％減）となりました。また、その他

事業におきましては、「赤坂タワーレジデンス」における事業主幹事手数料収入や請負工事収入を中心に3億7百

万円（前連結会計年度比19.4％増）となりました。 

 一方、売上原価につきましては、売上高の減収に伴い、前連結会計年度比34億7百万円減の86億86百万円でし

たが、売上の中心が比較的原価率の低い超高層物件であったこともあり、売上原価率は、前連結会計年度比2.3

ポイント改善し、82.1％となりました。したがって、売上総利益は前連結会計年度比3億45百万円（15.4%）減の

18億97百万円となりました。 

    （営業利益、経常利益、当期純利益） 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比3億28百万円減少し、11億25百万円となりました。連結売上高に

占める割合は、10.6%となっております。このうち、当社の連結子会社3社において「赤坂タワーレジデンス」お

よび「（仮称）永田町2丁目プロジェクト」に係る経費37百万円を計上しております。 

 これらの結果、営業利益は7億71百万円となりました。売上高営業利益率は7.3%となり、前連結会計年度比1.8

ポイント改善しました。 

 営業外収益は22百万円を計上しました。また、営業外費用の大部分を占める支払利息のうち、1億38百万円は

上記「赤坂タワーレジデンス」の事業資金借入に対するものであります。以上の結果、経常利益は5億11百万円

となり、売上高経常利益率は4.8%となりました。 

 特別損益のうち、特別損失として本店移動に伴う固定資産除却損が10百万円発生しました。法人税等及び法人

税等調整額は合計2億88百万円、少数株主損失は10百万円となりました。以上の結果、当期純利益は2億25百万円

となり、売上高当期純利益率は2.1%となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における当社の設備投資は34,429千円でありました。その主な内容は、本社建物、販売用物件模型

の取得によるものであります。なお、当連結会計年度において本社移転、竣工済み物件模型の除却に伴い、10,299千

円の除却損失を計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）森ビル株式会社から賃借（585.63㎡）しております。 

(2）国内子会社 

    該当事項はありません。 

(3）在外子会社 

    該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 

従業員数 
（人） 

建物 
工具器具 
備品 

土地 

 （面積㎡）
合計 

本社 

（東京都港区） 

不動産販売事業 

その他事業 

事務所設備 

他（注) 
16,289 26,120 － 42,409 44 

 その他 

 （東京都世田谷区） 
 その他事業 賃貸設備 64,485 － 

68,732 

(111.66) 
133,217 － 

その他 

（東京都大田区） 
 その他事業 賃貸設備 28,281 － 

33,221 

(161.76) 
61,503 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

  平成14年２月７日臨時株主総会決議 

 （注） 新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、「(7）ストックオプション制度の内

容」をご参照ください。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 64,000 

計 64,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月30日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 34,321.86 34,441.86 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 34,321.86 34,441.86 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500 500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 75,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年２月８日から 

平成23年３月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  75,000円 

資本組入額  37,500円 

発行価格  75,000円 

資本組入額  37,500円 

新株予約権の行使の条件 （注） （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） （注） 



 ②旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株引受権は、次のとおりであります。 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 469 469 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 469 469 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 140,939 140,939 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月30日から 

平成27年６月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      無償 

資本組入額   70,470 

発行価格      無償 

資本組入額  70,470 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時において

も、当社または当社の子会社の従業員も

しくは取締役のいずれかの地位を有する

ことを要する。ただし、新株予約権者の

退職または退任後の権利行使につき正当

な理由があると当社取締役会が認めた場

合はこの限りではない。 

・各新株予約権１個当たりの一部行使はで

きないものとする。 

・その他の権利行使の条件は、株主総会決

議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受けた者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会

の承認を要するものとする。 
同左 



平成17年６月29日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当増資150株、発行価格300千円、資本組入額150千円 

主な割当先 堀 紘一、大伴 保他９名 

２．公募増資1,000株、発行価格470千円、資本組入額170千円 

３．株式分割（１：２）によるものであります。 

４．新株予約権付社債の株式への転換によるものであります。 

     ５. 新株引受権の行使によるものであります。 

     ６. 新株予約権の行使によるものであります。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 100 100 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100 100 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 1 

新株予約権の行使期間 
平成17年９月１日から 

平成37年６月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       無償 

資本組入額      １ 

発行価格     無償 

資本組入額     １ 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、原則として当社の役員

の地位を喪失した日の翌日から新株予約

権を行使できるものとする。ただし、当

社取締役会において相当の理由があると

判断した場合は、役員在任中の権利行使

を認めるものとする。 

・各新株予約権１個当たりの一部行使はで

きないものとする。 

・その他の権利行使の条件は、株主総会決

議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受けた者との間で締結

する新株予約権割当契約の定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会

の承認を要するものとする。 
同左 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年２月23日 

（注）１ 
150 6,470 22,500 338,500 22,500 57,300 

平成14年６月24日 

（注）２ 
1,000 7,470 170,000 508,500 300,000 357,300 

平成15年５月20日 

（注）３ 
7,470 14,940 － 508,500 － 357,300 

平成16年11月19日 

（注）３ 
14,940 29,880 － 508,500 － 357,300 

平成16年12月24日～ 

 平成17年７月15日 

 （注）４ 

4,101.86 33,981.86 250,000 758,500 250,000 607,300 

 平成17年8月31日 

 （注）５ 
140 34,121.86 5,250 763,750 5,250 612,550 

 平成17年10月31日 

 （注）６ 
200 34,321.86 0 763,750 － 612,550 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式24.86株は、「個人その他」に24株、「端株の状況」に0.86株を含めて記載しております。 

２．「その他の法人」欄には証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 9 18 6 － 2,046 2,084 － 

所有株式数(株) － 1,896 329 3,318 692 － 28,086 34,321 0.86 

所有株式数の割

合（％） 
－ 5.52 0.96 9.67 2.02 － 81.83 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

森 稔 東京都港区 4,960 14.45 

中島 正章 東京都杉並区 4,740 13.81 

森ビル株式会社 

代表取締役 森 稔 
東京都港区六本木6-10-1 2,896 8.44 

日本証券金融株式会社 

取締役社長 増渕 稔 
東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,748 5.09 

清水 克己 神奈川県横浜市磯子区 900 2.62 

今 年明  東京都足立区 730 2.13 

鈴木 良一 愛知県豊橋市 353 1.03 

バンク オブ ニューヨーク ルク

センブルグ エスエイ ノントリー

ティー アカウント 

THE BANK OF NEW YORK(LUXEMBOURG)

S.A.13,RUE BEAUMONT-BP 263 L-

1219 LUXEMBOURG LUXEMBOURG 

300 0.87 

賀川 清 東京都杉並区 290 0.84 

澤田 正憲 東京都文京区 290 0.84 

計 － 17,207 50.13 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    24 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,297 34,297 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

端株 0.86 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

発行済株式総数 34,321.86 － － 

総株主の議決権 － 34,297 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社サンウッド 
東京都港区虎ノ門

三丁目２番２号 
24 － 24 0.07 

計 － 24 － 24 0.07 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引

受権を付与する方法と旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるもの

であります。 

 当該制度の内容は次のとおりです。 

（平成14年２月７日臨時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ19の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとして新株引受権を付与す

ることを、平成14年２月７日開催の臨時株主総会において決議されたものであります。 

  （注）１．株式分割又は権利行使価額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により付与株式数を調整し、調整により生ずる1

株の100分の１に満たない端数については、これを切り捨てるものとします。 

なお、株式分割又は権利行使価額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式(コンバージョン・プライス方式)により権

利行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てるものとします。 

２．その他の事項については、当社と付与対象者との間で締結する「ストックオプション付与契約」に定めるものとします。 

決議年月日 平成14年２月７日 

付与対象者の区分及び人数 ①取締役４名  ②従業員16名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 ①140株  ②136株 

新株予約権の行使時の払込金額 300,000円 

新株予約権の行使期間 平成16年２月８日から平成23年３月31日まで 

新株予約権の行使の条件 

・権利者は権利行使時まで引き続き当社の取締役又は

従業員の地位にあることを条件とする。 

・権利者の相続人は、新株引受権を行使することがで

きるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ・新株引受権の譲渡及び質入は認めないものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

調整後権利行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前権利行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋分割・新規発行株式数



（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対しストックオプションとし

て新株予約権を発行することを、平成17年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

  （注）１．当社が普通株式を分割または併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じ

る１株未満の端株が生じた場合はこれを切り捨てる。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない理由が生じたときは、

合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を調整するものとする。 

  （注）２．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という）に付与株式数を乗じた金額とする。 

１株当たりの行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の、ジャスダック証券取

引所における当社株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数切り上げ）とする。ただし、当該金額

が新株予約権発行日の前営業日の終値（当日に取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該

終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

      また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使及び「商法

等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）」による改正前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による

場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

      上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、また自

己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分

金額」に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 従業員39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 499株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり140,939円（注）２ 

新株予約権の行使期間 平成19年６月30日から平成27年６月29日まで 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の従業員もしくは取締役のいずれか

の地位を有することを要する。ただし、新株予約権

者の退職または退任後の権利行使につき正当な理由

があると当社取締役会が認めた場合はこの限りでな

い。 

・各新株予約権１個当たりの一部行使はできないもの

とする。 

・その他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する新株予約権割当契約の定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、下表の付与対象者に対し株式報酬型ストックオプ

ションとして新株予約権を発行することを、平成17年６月29日開催の定時株主総会において決議されたものであ

ります。 

    （注）当社が普通株式を分割または併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の結果生じる１

株未満の端株が生じた場合はこれを切り捨てる。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない理由が生じたときは、合併

または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を調整するものとする。 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 ①取締役5名 ②監査役1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 300株（注） 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月30日から平成37年６月29日までの範囲内

で、当社取締役会において決定する。 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、原則として当社の役員の地位を喪

失した日の翌日から新株予約権を行使できるものと

する。ただし、当社取締役会において相当の理由が

あると判断した場合は、役員在任中の権利行使を認

めるものとする。 

・各新株予約権１個当たりの一部行使はできないもの

とする。 

・その他の権利行使の条件は、本株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する新株予約権割当契約の定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要

するものとする。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

      該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

      該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

      該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

      該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。なお、当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、

「当会社は会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 24 



３【配当政策】 

  当社の利益配分に関する基本方針は、中期的な収益動向を勘案したうえで財務体質の強化を図り、内部留保の充実

に努めるとともに安定的かつ高水準の利益還元を継続的に行うことと考えております。 

 平成18年３月期（第10期）の期末配当につきましては、前期と同額の１株につき2,500円の配当を実施することを

決定いたしました。この結果、当期の配当性向は20.3％となりました。 

  内部留保資金につきましては、業容の拡大に伴う事業資金等に充当してまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。 

なお、平成14年６月24日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － 
580,000 

□136,000 
360,000 

400,000 

□164,000 
370,000 

最低（円） － 
235,000 

□136,000 
128,000 

203,000 

□117,000 
110,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 140,000 157,000 174,000 370,000 325,000 298,000 

最低（円） 129,000 135,000 141,000 182,000 222,000 228,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
 中島 正章 昭和22年６月27日生 

昭和45年４月 株式会社東急エージェンシー入社 

昭和48年４月 森ビル株式会社入社 

昭和50年６月 東京興産株式会社入社 

昭和59年６月 同社取締役 

昭和62年６月 同社常務取締役 

平成３年６月 同社専務取締役 

平成９年２月 当社設立 

 代表取締役社長（現任） 

4,740 

常務取締役 
開発本部長 

兼開発部長 
佐々木 義実 昭和37年８月30日生 

平成９年３月 当社入社 

平成10年７月 当社開発部長 

平成14年６月 当社取締役開発部長 

平成16年10月 当社開発本部長（現任） 

平成18年４月 当社常務取締役（現任） 

200 

取締役 

財務経理 

本部長 

兼 

財務経理部長 

高畠 利治 昭和29年1月27日生 

平成14年１月 当社入社 

平成15年２月 当社経理部長 

平成15年12月 当社管理部長 

平成16年６月 当社取締役（現）管理部長 

平成16年10月 当社監査室長 

平成18年４月 当社財務経理本部長（現任） 

兼財務経理部長（現任） 

50 

取締役 

建築設計 

本部長 

兼建築部長 

倉増 晋 昭和37年10月17日生 

平成９年５月 当社入社 

平成12年４月 当社設計部長 

 平成14年６月 当社建築部長 

 平成16年６月 当社取締役（現）建築部長 

 平成18年４月 当社建築設計本部長（現任）

兼建築部長（現任） 

202 

取締役 

経営企画 

本部長 

兼総務部長 

岡本 真人 昭和25年７月24日生 

平成16年７月 当社入社 

当社営業本部長 

平成18年４月 当社経営企画本部長（現任）

兼総務部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  野口 正之 昭和29年８月１日生 

昭和53年４月 森ビル株式会社入社 

平成13年８月 同社管理部事務センター 

担当部長 

平成14年12月 同社プロパティマネジメント 

統括本部ＰＭ部担当部長 

平成17年９月 同社プロパティマネジメント 

本部ＰＭ部ＰＭ２部部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

9 

取締役  中河 吉秀 昭和32年３月５日生 

昭和54年４月 森ビル株式会社入社 

平成16年７月 同社企画開発本部企画開発１部 

部長 

平成17年９月 同社都市開発事業本部事務 

センター部長 

兼同部総合計画部部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役 野口 正之及び中河 吉秀は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役  大伴 保 昭和24年１月23日生 

昭和47年４月 株式会社埼玉銀行（現株式会社 

りそな銀行）入行 

昭和54年４月 東洋実業株式会社常務取締役 

昭和59年５月 大勝商事株式会社常務取締役 

平成12年12月 大勝商事株式会社取締役（現任） 

平成13年１月 当社常勤監査役（現任） 

32 

監査役  畠山 雄三郎 昭和22年６月３日生 

昭和49年４月 森ビル株式会社入社 

平成８年５月 株式会社プライムステージ代表

取締役副社長 

平成12年６月 同社代表取締役会長 

平成14年６月 森ビル株式会社取締役 

平成15年６月 同社常務取締役（現任） 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

80 

監査役  堤 義成 昭和19年12月19日生 

昭和46年７月 弁護士登録 

田宮甫法律事務所（現田宮合同

法律事務所）入所 

昭和53年６月 同所共同経営者 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

－ 

     計 5,316 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は小規模組織ゆえ、迅速な意思決定ができる体制となっておりますが、円滑に業容及び組織を拡大させ、持

続的な企業価値の向上を実現していくためには、経営の公正性・透明性の確保やコンプライアンスの徹底が不可欠

であると認識しており、経営上の重要課題としております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   ①取締役会の状況 

取締役会については、原則月１回定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しており、経営に関

する重要事項及び法律で定められた事項を決定するとともに、業務執行の監督を行っております。現在取締役

は７名選任されており、そのうち２名は社外取締役で構成されております。  

   ②監査役会の状況 

当社は経営監督機能として、監査役制度を採用しております。監査役は常に取締役会に出席し、経営状況の把

握や法令遵守等の監査に努めるとともに、適宜意見の表明を行っておりますほか、概ね３ヶ月に1回監査役会を

開催し、監査に関する重要事項についての協議並びに情報交換を行っております。また、必要に応じて監査室

や会計監査人とも情報交換を行い、監査の有効性を高めることに努めております。なお、現在選任されている

監査役３名はいずれも社外監査役であります。 

   ③内部監査の状況 

社長直属の監査室において、年度の監査計画に基づき監査役との連携をとりながら業務全般にわたり内部監査

を実施しております。監査結果は直接社長に報告され、必要があれば被監査部門に対して改善指導を行いま

す。 

   ④会計監査の状況 

中央青山監査法人との間で監査契約を締結しており、通常の商法監査及び証券取引法監査に加えて、内部体制

に関わる助言を受けております。なお、監査業務を執行した指定社員・業務執行社員は、笹本憲一氏、吉澤祥

次氏の２名であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補４名であります。 

   ⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役を２名選任しておりますが、２名とも法人主要株主である森ビル株式会社の部長であり、ま

た社外監査役３名のうち１名は同社の常務取締役であります。当事業年度において当社は同社より本社事務所

等の賃借を行っておりますが、同一物件内の他の入居者と同一水準の取引条件で行われている通常の取引であ

ります。また、社外取締役１名及び社外監査役２名が当社の株式を保有しておりますが、その他に特段の利害

関係はありません。 

(3) 役員報酬及び監査報酬   

  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

      役員報酬： 取締役に支払った報酬 99,000千円

  監査役に支払った報酬 9,000千円

  計 108,000千円

     

      監査報酬： 
公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 
12,000千円

  計 12,000千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成

16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務

諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,534,798   4,950,386  

２．売掛金   2,083,393   94,930  

３．販売用不動産   1,307,898   29,064  

４．仕掛品 ※１  9,720,593   18,711,526  

５．繰延税金資産   57,478   39,541  

６. 未収入金   －   298,212  

７．その他   59,902   56,089  

貸倒引当金   △2,800   △1,316  

流動資産合計   16,761,264 97.3  24,178,435 97.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  107,042   112,865   

減価償却累計額  4,620 102,421  3,809 109,055  

(2）工具器具備品  66,720   40,567   

減価償却累計額  44,900 21,819  14,447 26,120  

(3）土地   101,954   101,954  

有形固定資産合計   226,195 1.3  237,130 1.0 

２．無形固定資産   754 0.0  1,366 0.0 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※２  123,000   123,000  

(2）長期差入有価証券   9,998   10,064  

(3）長期前払費用   47,995   157,480  

(4）繰延税金資産   7,764   12,033  

(5）その他 ※２  56,701   73,462  

投資その他の資産合計   245,459 1.4  376,040 1.5 

固定資産合計   472,409 2.7  614,537 2.5 

資産合計   17,233,673 100.0  24,792,972 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   1,078,147   186,183  

２．短期借入金   2,400,000   3,030,000  

３. 1年以内返済予定の 
  長期借入金 

 ※１  －   4,750,000  

４．未払法人税等   400,040   283,070  

５．前受金   1,253,184   103,581  

６．賞与引当金   31,280   32,350  

７．その他   199,521   363,014  

流動負債合計   5,362,174 31.1  8,748,199 35.3 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   332,000   －  

２. 社債 ※１  －   400,000  

３．長期借入金 ※１  9,650,000   13,100,000  

４．退職給付引当金   15,913   19,917  

５．その他   2,564   2,564  

固定負債合計   10,000,477 58.0  13,522,482 54.5 

負債合計   15,362,651 89.1  22,270,681 89.8 

（少数株主持分）        

少数株主持分   － －  171,001 0.7 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  592,500 3.4  763,750 3.1 

Ⅱ 資本剰余金   441,300 2.6  612,550 2.5 

Ⅲ 利益剰余金   851,012 5.0  977,635 3.9 

Ⅳ 自己株式 ※４  △13,790 △0.1  △2,645 0.0 

資本合計   1,871,021 10.9  2,351,289 9.5 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  17,233,673 100.0  24,792,972 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．不動産販売事業収入  14,078,504   10,275,983   

２．その他事業収入  257,520 14,336,025 100.0 307,384 10,583,368 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．不動産販売事業原価  11,995,638   8,566,101   

２．その他事業原価  97,807 12,093,446 84.4 119,946 8,686,047 82.1 

売上総利益   2,242,578 15.6  1,897,320 17.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,453,546 10.1  1,125,475 10.6 

営業利益   789,032 5.5  771,845 7.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  99   116   

２．固定資産税等負担収入  3,787   6,218   

３．解約違約金収入  19,918   12,630   

４．地位譲渡精算金  56,160   －   

５．その他  9,884 89,849 0.6 3,643 22,608 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  227,398   275,239   

２．新株発行費  600   1,202   

３．社債発行費  3,070   6,100   

４．その他  1,900 232,968 1.6 598 283,140 2.7 

経常利益   645,913 4.5  511,313 4.8 

Ⅵ 特別利益           

 １．貸倒引当金戻入益  － － － 2,800 2,800 0.0 

Ⅶ 特別損失           

  １.固定資産除却損  ※２ － － － 10,299 10,299 0.1 

税金等調整前当期純利
益 

  645,913 4.5  503,813 4.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 391,791   274,862   

法人税等調整額  △61,254 330,536 2.3 13,668 288,530 2.7 

少数株主損失   3,000 △0.0  10,498 △0.1 

当期純利益   318,377 2.2  225,782 2.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   357,300  441,300 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．新株予約権付社債の転
換による株式の発行 

 84,000 84,000 171,250 171,250 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   441,300  612,550 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   590,945  851,012 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  318,377 318,377 225,782 225,782 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  55,616  77,702  

２．役員賞与   －  18,000  

３．自己株式処分差損  2,693 58,309 3,456 99,159 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   851,012  977,635 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  645,913 503,813 

減価償却費  16,847 13,328 

有形固定資産除却損  － 10,299 

賞与引当金の増加額  23,280 1,070 

受取利息  △99 △116 

支払利息  227,398 275,239 

売上債権の増減額（増加：△）  △1,939,343 1,988,463 

販売用不動産の減少額  53,825 1,278,833 

仕掛品の増加額（△）  △959,477 △8,990,932 

未収入金の増加額  － △298,212 

仕入債務の増減額(減少：△)  334,906 △891,964 

前受金の増減額(減少：△)  218,323 △1,149,602 

役員賞与の支払額  － △18,000 

その他  199,825 205,559 

小計  △1,178,599 △7,072,221 

利息の受取額  90 115 

利息の支払額  △202,764 △293,780 

法人税等の支払額  △145 △390,188 

法人税等の還付額  108,014 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,273,403 △7,756,074 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

      定期預金の預入による支出  － △250,000 

投資有価証券の取得による支出  △120,000 － 

有形固定資産の取得による支出  △70,454 △34,429 

有形固定資産の売却による収入  75,507 － 

長期前払費用の増加額  △47,995 △128,500 

敷金の差入による支出  － △42,087 

敷金の返還による収入  － 25,325 

その他  508 △811 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △162,433 △430,502 

 



  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

    短期借入金の増加額  － 630,000 

短期借入金の減少額  △5,420,000 － 

長期借入金の借入による収入  7,750,000 10,100,000 

長期借入金の返済による支出    △1,900,000 

新株予約権付社債の発行による収入  500,000 － 

社債の発行による収入  － 400,000 

株式の発行による収入  － 10,500 

自己株式の売却による収入  7,050 8,250 

自己株式の取得による支出  △942 △561 

配当金の支払額  △55,616 △77,523 

少数株主からの払込による収入  － 181,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,780,490 9,352,164 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  1,344,653 1,165,588 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,187,144 3,534,798 

Ⅵ 新規連結対象会社の現金及び現金同等物

の期首残高 
 3,000 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,534,798 4,700,386 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

 有限会社ＳＷプロパティーズ 

 当連結会計期間において設立された有

限会社ＳＷプロパティーズは、有限責任

中間法人ＳＷプロパティーズが議決権を 

100％所有する特別目的会社であり、当社

との資本的・人的関係は一切ございませ

んが、有限会社ＳＷプロパティーズの権

利義務および損益等のリスクを実質的に

当社が負担していると認められるため、

当連結会計期間より連結の範囲に含めて

おります 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

 有限会社ＳＷプロパティーズ 

  永田町プロジェクト有限責任中間法人 

  東京デベロップメントサード 

                       特定目的会社 

 東京デベロップメントサード特定目的

会社は、当社及び東京建物株式会社にて

推進中のマンション事業「(仮称)永田町 

２丁目プロジェクト」用地を取得及び保

有しております。上記プロジェクトにお

ける当社の事業シェアは70％であり、建

物竣工後、当社が同社の保有する土地を

買受ける旨の売買契約書を締結している

ことから、同社の権利義務及び損益等の

リスクを実質的に当社が70％以上負担し

ているため、当期から同社を連結の範囲

に含めております。 

 永田町プロジェクト有限責任中間法人

は、東京デベロップメントサード特定目

的会社の議決権の100％所有する特別目的

会社であります。当社が70％の出資を行

っていることから実質的な支配があるた

め、当期から同社を連結連結の範囲に含

めております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法適用会社はありません。         同左 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社の有限会社ＳＷプロパティ

ーズの決算日は２月28日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、決算日

現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結子会社のうち、有限会社ＳＷプロ

パティーズの決算日は２月28日、永田町

プロジェクト有限責任中間法人の決算日

は１月31日、東京デベロップメントサー

ド特定目的会社の決算日は９月30日であ

ります。 

 東京デベロップメントサード特定目的

会社の事業年度と連結決算日との差異が

３ヶ月を超えるため、３月末日を仮決算

日として正規の決算に準ずる仮決算を行

っております。有限会社ＳＷプロパティ

ーズ、永田町有限責任中間法人の連結計

算書類の作成にあたっては、決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただ

し、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

（イ）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採用して

おります。 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

     同左 

  

その他有価証券 

時価のないもの 

    同左 

 (2）たな卸資産 

① 販売用不動産 

 個別法による原価法を採用してお

ります。 

(2）たな卸資産 

① 販売用不動産 

     同左 

 ② 仕掛品 

 個別法による原価法を採用してお

ります。 

② 仕掛品 

     同左 

（ロ）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物      15年～47年 

工具器具備品  ２年～15年 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

      同左 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

     同左 

（ハ）重要な繰延資産の処

理方法 

(1）新株発行費 

 支出時に全額費用としております。 

(2) 社債発行費 

支出時に全額費用としております。 

(1）新株発行費 

      同左 

(2) 社債発行費 

     同左 

（ニ）重要な引当金の計上

基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては、個別に回収可能額を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支払に備えるた

め、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

(1）貸倒引当金 

      同左 

  

  

  

  

(2）賞与引当金 

      同左 

  

  

(3）退職給付引当金 

      同左 

  

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（ホ）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

       同左 

  

  

  

  

（ヘ）重要なヘッジ会計の

方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、繰延ヘッ

ジ処理の特例処理の要件を満たしてお

りますので特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

           同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 借入金の支払利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

     同左 

（ヘッジ対象） 

     同左 

 (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引の限度額を実需の

範囲とする方針であり、投機目的によ

るデリバティブは行わないこととして

おります。また、相手方の契約不履行

に係る信用リスクを極小化するため

に、デリバティブ取引先を信用度の高

い金融機関に限っております。 

(3）ヘッジ方針 

      同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条

件が同一であるために高い有効性を有

しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

      同左 

（ト）その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。ただし、仲介手数料等事

業用地取得時の諸費用に係る控除対象外

の消費税等については、仕掛品に計上

し、物件の売上計上時に売上原価として

処理しております。その他の控除対象外

消費税等については販売費及び一般管理

費として処理しております。 

消費税等の会計処理 

       同左 

５．利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 

      同左 

６．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅小なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来

する短期投資からなっております。 

       同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

仕掛品 9,488,715千円 仕掛品 16,057,503千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金 9,650,000千円 長期借入金 16,400,000千円

社債 400,000千円

※２．投資有価証券には、現在当社及び共同事業者で推

進中の「（仮称）横浜北仲プロジェクト」開発を

目的にした特定目的会社「北仲総合開発特定目的

会社」への優先出資証券120,000千円が含まれてお

ります。また、投資その他の資産のその他には上

記特定目的会社へ特定出資を行っている有限責任

中間法人の設立基金2,000千円が含まれておりま

す。 

※２．投資有価証券には、現在当社及び共同事業者で推

進中の「（仮称）横浜北仲プロジェクト」開発を

目的にした特定目的会社「北仲総合開発特定目的

会社」への優先出資証券120,000千円が含まれてお

ります。また、投資その他の資産のその他には上

記特定目的会社へ特定出資を行っている有限責任

中間法人の設立基金2,000千円が含まれておりま

す。 

※３．発行済株式総数 

 当社の発行済株式総数は普通株式31,211.7株であ

ります。 

※３．発行済株式総数 

 当社の発行済株式総数は普通株式 34,321.86株で

あります。 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式130.68

株であります。 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式24.86株

であります。 

５．偶発債務 

(1）解除条件付土地売買契約に係る偶発債務 

2,307,600千円 

 当社及び他事業者と前記「北仲総合開発特定目

的会社」との間で、同社の現在の借入金及び特定

社債の全額弁済を目的とする新規借入金等の確

定・実行を解除条件として、同社保有の土地等に

ついての売買契約を締結していることに伴う偶発

債務であります。 

５．偶発債務 

(1）解除条件付土地売買契約に係る偶発債務 

2,307,600千円 

 当社及び他事業者と前記「北仲総合開発特定目

的会社」との間で、同社の現在の借入金及び特定

社債の全額弁済を目的とする新規借入金等の確

定・実行を解除条件として、同社保有の土地等に

ついての売買契約を締結していることに伴う偶発

債務であります。 

(2）債務保証 

一般顧客  103,018千円 

 顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完

了までの間、金融機関等に対して連帯債務保証を

行っております。 

(2)        － 

  



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

  ※２.         － 

  千円

給与・賞与 262,392 

賞与引当金繰入額 31,280 

退職給付費用 6,541 

広告宣伝費 301,265 

販売委託費 184,598 

支払手数料 167,642 

貸倒引当金繰入額 2,590 

  

 ※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

  

  千円

給与・賞与 262,203 

賞与引当金繰入額 32,350 

退職給付費用 5,732 

広告宣伝費 280,283 

販売委託費 40,791 

支払手数料 131,706 

貸倒引当金繰入額 1,316 

    建物   6,874千円  

    工具器具備品   3,425千円 

     計  10,299千円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

  千円

現金及び預金勘定 3,534,798 

現金及び現金同等物 3,534,798 

  千円

現金及び預金勘定 4,950,386 

預入期間が3ヶ月を超える 

定期預金 

△250,000 

 現金及び現金同等物 4,700,386 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,110 － 3,110 

合計 3,110 － 3,110 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 2,967 803 2,163 

ソフトウェア 19,028 3,018 16,010 

 合計 21,995 3,822 18,173 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 842千円

１年超 2,268千円

合計 3,110千円

１年内 4,465千円

１年超 13,712千円

合計 18,178千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 －千円

減価償却費相当額 －千円

支払利息相当額 －千円

支払リース料 4,101千円

減価償却費相当額 3,760千円

支払利息相当額 283千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

              同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

       同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1,320千円

１年超 3,520千円

合計 4,840千円

 (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

１年内 1,320千円

１年超 2,310千円

合計 3,630千円



（有価証券関係） 

１．時価のない主な有価証券の内容 

２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

種類 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券   

割引国債 9,998 10,064 

(2）その他有価証券   

非上場株式 3,000 3,000 

優先出資証券 120,000 120,000 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）国債・地方債

等 
9,998 － － － － － 10,064 － 

(2）社債 － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 9,998 － － － － － 10,064 － 



（デリバティブ取引関係） 

   1．取引の状況に関する事項  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 借入金の将来の金利市場における利率上昇による変動

リスクを回避する目的で金利スワップを利用しておりま

す。 

(1）取引の内容及び利用目的等 

          同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回

避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。 

(2）取引に対する取組方針 

          同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、取引の契約先は信用度の高い国

内の金融機関であり相手方の契約不履行によるリスク

は、ほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

            同左 

 (4)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規程に

従い行っております。 

(４)取引に係るリスク管理体制 

             同左 

   ２.取引の時価に関する事項  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 なお金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ

会計を適用しておりますので、注記対象から除いてお

ります。 

  

            同左 

  



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職金規程に基づく退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 当社は小規模会社に該当し簡便法を採用しているため、退職給付債務全額を退職給付引当金としております。

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 当社は小規模会社に該当し簡便法を採用しているため、退職給付費用全額を勤務費用としております。 

４．退職給付債務の計算基礎 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付債務（千円） 15,913 19,917 

 退職給付引当金（千円） 15,913 19,917 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用（千円） 6,541 5,732 

勤務費用（千円） 6,541 5,732 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付債務の計算基礎 

当社は小規模会社に該当し簡便

法を採用しているため、基礎率

については記載しておりませ

ん。 

      同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 千円

未払事業税 30,717 

賞与引当金損金算入限度超過額 12,727 

分譲管理費否認 6,745 

広告宣伝費否認 3,440 

その他 3,846 

計 57,478 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 6,274 

 その他 1,829 

計 8,103 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 339 

繰延税金資産の純額 65,242 

繰延税金資産（流動） 千円

未払事業税 22,090 

賞与引当金損金算入限度超過額 13,163 

広告宣伝費否認 1,887 

その他 2,399 

計 39,541 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 8,104 

繰越欠損金 80,496 

 その他 4,153 

  評価性引当額の増減 △80,496 

計 12,258 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 224 

繰延税金資産の純額 51,574 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため、注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  (％)

 法定実効税率 40.7

 （調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

 住民税均等割等 0.2

 評価性引当額の増減 16.0

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.3



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

不動産販売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

不動産販売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、同一物件内の他の入居者と同一の水準によっております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、同一物件内の他の入居者と同一の水準によっております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上の
関係 

法人 

主要株主等 
森ビル㈱ 

東京都 

港区 
1,000,000

不動産の賃

貸借・売買 

建築工事の

請負 

スポーツ施

設等の経営 

（被所有） 

直接9.32％
役員3名

不動産の

販売・斡

旋、分譲

マンショ

ンの共同

開発、マ

ンション

分譲事業

の受託等 

本社事務

所等の賃

借 

39,251 
敷金 

前払費用 

22,295 

3,250 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上の
関係 

法人 

主要株主等 
森ビル㈱ 

東京都 

港区 
1,000,000

不動産の賃

貸借・売買 

建築工事の

請負 

スポーツ施

設等の経営 

（被所有） 

直接8.44％
役員3名

不動産の

販売・斡

旋、分譲

マンショ

ンの共同

開発、マ

ンション

分譲事業

の受託等 

本社事務

所等の賃

借 

30,775 
敷金 

前払費用 

36,736 

3,886 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 60,198.21円 

１株当たり当期純利益 10,068.16円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
9,614.43円 

１株当たり純資産額 68,556.72円 

１株当たり当期純利益 6,714.71円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
6,610.51円 

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っております。 

 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 318,377 225,782 

普通株主に帰属しない金額（千円） 18,000 0 

（うち利益処分による取締役賞与金） (18,000) (0) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 300,377 225,782 

期中平均株式数（株） 29,834 33,624 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,407 530 

（うち新株予約権） (1,407) (530) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

    （注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代えて、新株

予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が行使されたときには、当該

請求があったものとみなします。 

       ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社サンウッド 

2009年12月22日満期円貨

建転換社債型新株予約権

付社債 (注) 1 

平成16年 

12月22日 
332,000 － － なし 

平成21年 

12月22日 

 東京デベロップメン

トサード特定目的会社 
 第1回特定社債 

平成18年 

３月31日  
－ 400,000 1.25 あり  

 平成21年 

３月31日 

合計 － － 332,000 400,000 － － － 

 銘柄 2009年12月22日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円）  無償 

株式の発行価格 

 (1)当初発行価格：132,000円 

(2)本新株予約権付社債発行後、平成17年１月より各月最終取引日（以下、

「修正日」という。）の翌取引日以降、修正日までの各５連続取引日

（修正日当日を含み、終値のない日を除く。）のジャスダック証券取引

所における当社普通株式の終値の平均値の90％で呼値の刻み未満を切り

下げた金額に修正される。なお、平成17年３月31日現在の発行価格は、

125,000円である。 

発行価額の総額（千円） 500,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行 

価額の総額（千円） 
500,000 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 平成16年12月24日から平成21年12月21日まで  

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

－ － 400,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,400,000 3,030,000 1.37 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 4,750,000 1.68 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,650,000 13,100,000 2.08 
平成20年9月～ 

平成21年3月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 12,050,000 20,880,000 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 － 13,100,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,958,750   3,970,295  

２．売掛金   2,083,393   94,930  

３．販売用不動産    1,307,898   29,064  

４．仕掛品 ※１  4,190,990   6,083,595  

５．前払費用   35,077   25,680  

６．繰延税金資産   57,478   39,541  

７．未収入金   －   298,212  

８．その他   5,925   15,346  

貸倒引当金   △2,800   △1,316  

流動資産合計   10,636,714 96.2  10,555,350 92.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  107,042   112,865   

減価償却累計額  4,620 102,421  3,809 109,055  

(2）工具器具備品  66,720   40,567   

減価償却累計額  44,900 21,819  14,447 26,120  

(3）土地   101,954   101,954  

有形固定資産合計   226,195 2.0  237,130 2.1 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   317   929  

(2）電話加入権   436   436  

無形固定資産合計   754 0.0  1,366 0.0 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※２  123,000   543,000  

(2）長期差入有価証券   9,998   10,064  

(3）敷金   25,780   42,542  

(4）差入保証金   27,200   27,200  

(5）繰延税金資産   7,764   12,033  

(6）その他 ※２  3,720   7,220  

投資その他の資産合計   197,463 1.8  642,060 5.6 

固定資産合計   424,413 3.8  880,557 7.7 

資産合計   11,061,128 100.0  11,435,907 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   1,078,147   186,183  

２．短期借入金    2,400,000   3,030,000  

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

※１  －   4,750,000  

４．未払金   1,195   4,512  

５．未払費用   96,425   226,548  

６．未払法人税等   400,000   283,000  

７．未払消費税等   29,793   63,723  

８．前受金   1,253,184   103,581  

９．預り金   52,832   48,136  

10．賞与引当金   31,280   32,350  

流動負債合計   5,342,858 48.3  8,728,036 76.3 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   332,000   －  

２．長期借入金 ※１  3,350,000   －  

３．退職給付引当金   15,913   19,917  

４．その他   2,564   2,564  

固定負債合計   3,700,477 33.5  22,482 0.2 

負債合計   9,043,335 81.8  8,750,518 76.5 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  592,500 5.3  763,750 6.7 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  441,300   612,550   

資本剰余金合計   441,300 4.0  612,550 5.3 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  5,469   5,469   

２．任意積立金        

特別償却準備金  662   494   

３．当期未処分利益  991,651   1,305,770   

利益剰余金合計   997,783 9.0  1,311,734 11.5 

Ⅳ 自己株式 ※４  △13,790 △0.1  △2,645 0.0 

資本合計   2,017,792 18.2  2,685,389 23.5 

負債・資本合計   11,061,128 100.0  11,435,907 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．不動産販売事業収入  14,078,504   10,275,983   

２．その他事業収入  257,520 14,336,025 100.0 307,384 10,583,368 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．不動産販売事業原価  11,995,638   8,566,101   

２．その他事業原価  97,807 12,093,446 84.4 119,946 8,686,047 82.1 

売上総利益   2,242,578 15.6  1,897,320 17.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,390,390 9.7  1,087,771 10.3 

営業利益   852,188 5.9  809,549 7.6 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  95   110   

２．固定資産税等負担収入  3,787   6,218   

３．解約違約金収入  19,918   12,630   

４．受取手数料  1,060   1,700   

５．地位譲渡精算金  56,160   －   

６．その他  8,824 89,845 0.7 1,943 22,603 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  140,820   122,162   

２．新株発行費  600   672   

３．社債発行費  3,070   －   

４．その他  1,900 146,391 1.0 246 123,081 1.1 

経常利益   795,643 5.6  709,070 6.7 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  － － － 2,800 2,800 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ － － － 10,299 10,299 0.1 

税引前当期純利益   795,643 5.6  701,570 6.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

 391,750   274,792   

法人税等調整額  △61,254 330,495 2.4 13,668 288,460 2.7 

当期純利益   465,147 3.2  413,110 3.9 

前期繰越利益   529,197   896,116  

自己株式処分差損   2,693   3,456  

当期未処分利益   991,651   1,305,770  

        



売上原価明細書 

(イ）不動産販売事業原価 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

(ロ）その他事業原価 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

用地費  5,208,724 43.4 3,328,969 38.9 

外注・建築工事費  6,013,859 50.1 5,003,691 58.4 

経費  773,053 6.5 233,440 2.7 

不動産販売事業原価  11,995,638 100.0 8,566,101 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

外注工事費  91,209 93.3 115,116 96.0 

その他  6,597 6.7 4,824 4.0 

その他事業原価  97,807 100.0 119,946 100.0 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   991,651  1,305,770 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

１．特別償却準備金取崩高  167 167 167 167 

合計   991,818  1,305,937 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  77,702  85,742  

２．取締役賞与金  18,000 95,702 － 85,742 

Ⅳ 次期繰越利益   896,116  1,220,194 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採用してお

ります。 

(1）満期保有目的債券 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1）販売用不動産 

同左 

 (2）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2）仕掛品 

同左 

 (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物      15年～47年 

工具器具備品  ２年～15年 

 

 (2）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用としております。 

(1）新株発行費 

同左 

  (2）社債発行費 

 支出時に全額費用としております。 

(2）社債発行費 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては、個別に回収可能額を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支払に備えるた

め、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。ただし、仲介手数料

等事業用地取得時の諸費用に係る控除

対象外の消費税等については、仕掛品

に計上し、物件の売上計上時に売上原

価として処理しております。その他の

控除対象外消費税等については販売費

及び一般管理費として処理しておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

－ 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 前期まで区分掲記しておりました貯蔵品（当期末残高

14千円）は、金額が僅少となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することに変更しました。 

            － 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  千円

土地仕掛品 3,067,143 

建物仕掛品 891,968 

計 3,959,112 

  千円

土地仕掛品 3,295,140 

建物仕掛品 134,432 

計 3,429,573 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

  千円

長期借入金 3,350,000 

  千円

長期借入金 3,300,000 

※２．投資有価証券には、現在当社及び共同事業者で推

進中の「（仮称）横浜北仲プロジェクト」開発を

目的にした特定目的会社「北仲総合開発特定目的

会社」への優先出資証券120,000千円が含まれてお

ります。また、投資その他の資産のその他には上

記特定目的会社へ特定出資を行っている有限責任

中間法人の設立基金2,000千円が含まれておりま

す。 

※２．投資有価証券には、現在当社及び共同事業者で推

進中の「（仮称）横浜北仲プロジェクト」開発を

目的にした特定目的会社「北仲総合開発特定目的

会社」への優先出資証券120,000千円、「(仮称)永

田町２丁目プロジェクト」開発を目的とした特定

目的会社「東京デベロップメントサード特定目的

会社」への優先出資証券420,000千円が含まれてお

ります。また、投資その他の資産のその他には

「北仲総合開発特定目的会社」へ特定出資を行っ

ている有限責任中間法人の設立基金2,000千円、

「東京デベロップメントサード特定目的会社」へ

の特定出資を行っている有限責任中間法人の設立

基金3,500千円が含まれております。 

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 

  株 

授権株式数   普通株式 64,000 

発行済株式総数 普通株式 31,211.7 

  株 

授権株式数   普通株式 64,000 

発行済株式総数 普通株式 34,321.86 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

130.68株であります。 

※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式   

24.86株であります。 

 ５．偶発債務 

(1）解除条件付土地売買契約に係る偶発債務 

2,307,600千円 

 当社及び他事業者と前記「北仲総合開発特定目

的会社」との間で、同社の現在の借入金及び特定

社債の全額弁済を目的とする新規借入金等の確

定・実行を解除条件として、同社保有の土地等に

ついての売買契約を締結していることに伴う偶発

債務であります。 

 ５．偶発債務 

(1）解除条件付土地売買契約に係る偶発債務 

2,307,600千円 

 当社及び他事業者と前記「北仲総合開発特定目

的会社」との間で、同社の現在の借入金及び特定

社債の全額弁済を目的とする新規借入金等の確

定・実行を解除条件として、同社保有の土地等に

ついての売買契約を締結していることに伴う偶発

債務であります。 

(2）債務保証 

一般顧客  103,018千円 

 顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登記完

了までの間、金融機関等に対して連帯債務保証を

行っております。 

(2）－ 

  

  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は35.7％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

64.3％であります。 

 主要な費目及び金額は以下のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は30.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は69.7  

％であります。 

 主要な費目及び金額は以下のとおりであります。 

  

  

  

 ※２.          － 

  千円

役員報酬 111,000 

給与・賞与 262,392 

賞与引当金繰入額 31,280 

退職給付費用 6,541 

広告宣伝費 301,265 

販売委託費 184,598 

支払手数料 111,255 

賃借料 104,269 

租税公課 73,673 

減価償却費 15,372 

貸倒引当金繰入額 2,590 

  

  

  

 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  千円

役員報酬 108,000 

給与・賞与 262,203 

賞与引当金繰入額 32,350 

退職給付費用 5,732 

広告宣伝費 280,283 

販売委託費 40,791 

支払手数料 107,681 

賃借料 74,699 

租税公課 44,676 

減価償却費 11,175 

貸倒引当金繰入額 1,316 

 

  

  

   

    建物   6,874千円 

    工具器具備品   3,425千円 

      計  10,299千円 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,110 － 3,110 

合計 3,110 － 3,110 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 2,967 803 2,163 

ソフトウェア 19,028 3,018 16,010 

 合計 21,995 3,822 18,173 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 842千円

１年超 2,268千円

合計 3,110千円

１年内 4,465千円

１年超 13,712千円

合計 18,178千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 －千円

減価償却費相当額 －千円

支払利息相当額 －千円

支払リース料 4,101千円

減価償却費相当額 3,760千円

支払利息相当額 283千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

              同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

       同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,320千円

１年超 3,520千円

合計 4,840千円

未経過リース料 

 (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

１年内 1,320千円 

１年超 2,310千円 

合計 3,630千円 



（有価証券関係） 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度末（平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 千円

未払事業税 30,717 

賞与引当金損金算入限度超過額 12,727 

分譲管理費否認 6,745 

広告宣伝費否認 3,440 

その他 3,846 

計 57,478 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 6,274 

その他 1,829 

計 8,103 

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 339 

繰延税金資産の純額 65,242 

繰延税金資産（流動） 千円

未払事業税 22,090 

賞与引当金損金算入限度超過額 13,163 

広告宣伝費否認 1,887 

その他 2,399 

計 39,541 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 8,104 

その他 4,153 

計 12,258 

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 224 

繰延税金資産の純額 51,574 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため、注記を省略しております。 

同 左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 64,920.40円 

１株当たり当期純利益 14,987.67円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
14,312.24円 

１株当たり純資産額 78,298.07円 

１株当たり当期純利益 12,285.83円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
12,095.19円 

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 48,349.86円 

１株当たり当期純利益 3,101.13円 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
3,075.46円 

   
   
   

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 465,147 413,110 

普通株主に帰属しない金額（千円） 18,000 0 

（うち利益処分による取締役賞与金） (18,000) (0) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 447,147 413,110 

期中平均株式数（株） 29,834 33,624 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,407 530 

（うち新株予約権） (1,407) (530) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

         【株式】 

     【債券】 

     【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 ㈱不動産信用保証 300 3,000 

計 300 3,000 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

長期差入有価証券 
満期保有目的の

債券 
第276回利付国庫債券 10,000 10,064 

計 10,000 10,064 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 その他有価証券
北仲総合開発特定目的会社 

優先出資証券 
240 120,000 

投資有価証券 その他有価証券

東京デベロップメントサード特

定目的会社 

優先出資証券 

8,400 420,000 

計 8,640 540,000 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 102,421 16,362 10,540 112,865 3,809 2,854 109,055 

工具器具備品 21,819 18,066 44,219 40,567 14,447 10,340 26,120 

土地 101,954 － － 101,954 － － 101,954 

有形固定資産計 226,195 34,428 54,759 255,386 18,256 13,194 237,130 

無形固定資産        

ソフトウェア 317 745 － 1,063 － 133 929 

電話加入権 436 － － 436 － － 436 

無形固定資産計 754 745 － 1,499 － 133 1,366 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、24.86株であります。 

２．資本金及び株式払込剰余金の増加額は、主に新株予約権付社債の株式への転換によるものであります。 

    ３．任意積立金（特別償却準備金）の減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 592,500 171,250 － 763,750 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 

（注）１，２ 
（株） (31,211.7) (3,110.2) － (34,321.9) 

普通株式 

（注）２ 
（千円） 592,500 171,250 － 763,750 

計 （株） (31,211.7) (3,110.2) － (34,321.9) 

計 （千円） 592,500 171,250 － 763,750 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

   （注）２ 
（千円） 441,300 171,250 － 612,550 

計 （千円） 441,300 171,250 － 612,550 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 5,469 － － 5,469 

（任意積立金）      

特別償却準備金 

（注）３ 
（千円） 662 － 167 494 

計 （千円） 6,131 － 167 5,963 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,800 1,316 － 2,800 1,316 

賞与引当金 31,280 32,350 31,280 － 32,350 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．販売用不動産 

区分 金額（千円） 

現金 543 

預金の種類  

当座預金 1,787 

普通預金 3,667,964 

定期預金 300,000 

小計 3,969,752 

合計 3,970,295 

相手先 金額（千円） 

一般顧客 86,840 

その他 8,089 

合計 94,930 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,083,393 10,973,336 12,961,800 94,930 99.3 36.2 

種別 地域別 戸数 金額（千円） 

中高層住宅 神奈川 0.8 29,064 

合計 － 0.8 29,064 



ニ．仕掛品 

(イ）科目別内訳 

(ロ）地域別内訳 

② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

科目 面積（千㎡） 金額（千円） 

土地仕掛品 13.0 5,043,231 

（赤坂2丁目、御殿山、白金 他）   

建物仕掛品 － 1,040,364 

（赤坂2丁目、御殿山、白金 他）   

合計   6,083,595 

地域別 
面積（千㎡） 

金額（千円） 
土地 建物 

東京都 13.0 － 6,077,749 

神奈川県 － － 5,846 

合計 13.0 － 6,083,595 

相手先 金額（千円） 

西武建設㈱ 108,360 

㈱翔洋 28,822 

ヤマギワ㈱ 21,057 

㈱スルガコーポレーション 6,317 

東芝テクノネットワーク㈱ 5,712 

その他 15,915 

合計 186,183 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,030,000 

合計 3,030,000 



ハ．1年以内返済予定の長期借入金 

ニ．前受金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,600,000 

みずほ信託銀行㈱ 1,200,000 

㈱みずほ銀行 1,000,000 

㈱あおぞら銀行 950,000 

合計 4,750,000 

相手先 金額（千円） 

一般顧客 103,581 

合計 103,581 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、旧商法第220条の２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

    ２．平成18年６月29日開催の第10回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、当社の公告方法は次のと

おりとなりました。 

 当社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、電子公告を行うことができない事故その他やむを得ない

事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。 

公告掲載URL 

http://www.sunwood.co.jp/ir/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10株券 １株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第９期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 (2）半期報告書 

  （第10期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 サ ン ウ ッ ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンウッド

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンウ

ッド及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月29日

株 式 会 社 サ ン ウ ッ ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンウッド

の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余

金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンウ

ッド及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 サ ン ウ ッ ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンウッド

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンウッド

の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月29日

株 式 会 社 サ ン ウ ッ ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンウッド

の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンウッド

の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 
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